
単位：百万円(単位未満切り捨て)

 流  動  資  産 293,461  流  動  負  債 433,599
現 金 預 金 15,150 支 払 手 形 2,639
受 取 手 形 10,388 買 掛 金 110,411
売 掛 金 154,777 短 期 借 入 金 200,845
有 価 証 券 5 コマーシャルペーパー 43,000
製 品 商 品 46,436 社       債(償還１年内） 20,000
販 売 用 不 動 産 294 未 払 金 22,705
原 材 料 19,998 未 払 法 人 税 等 149
仕 掛 品 11,074 未 払 費 用 28,993
貯 蔵 品 2,568 そ の 他 流 動 負 債 4,854
短 期 貸 付 金 3,461
未 収 入 金 9,338
繰 延 税 金 資 産 19,583  固  定  負  債 368,663
そ の 他 流 動 資 産 753 社 債 140,000
貸 倒 引 当 金 △ 370 長 期 借 入 金 142,487

退 職 給 付 引 当 金 72,872
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,716
特 別 修 繕 引 当 金 126
長 期 未 払 金 18
長 期 預 り 金 11,442

負 債 合 計 802,262

 固  定  資  産 915,338
( 有形固定資産 ) ( 614,383 )

建 物 117,993  資    本    金 103,880
構 築 物 36,631 資 本 金 103,880
機 械 装 置 314,756  法 定 準 備 金 123,362
車 輛 運 搬 具 202 資 本 準 備 金 98,715
工 具 器 具 備 品 6,045 利 益 準 備 金 24,646
土 地 92,476  剰    余    金 173,324
林 地 15,601 原 木 単 価 調 整 準 備 金 2,800
植 林 立 木 23,034 従業員退職手当積立金 411
建 設 仮 勘 定 7,642 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 13,447

( 無形固定資産 ) ( 5,238 ) 特 別 償 却 準 備 金 3,032
無 形 固 定 資 産 5,238 海外投資等損失準備金 755

(  投  資  等  ) ( 295,716 ) 計 画 造 林 準 備 金 89
投 資 有 価 証 券 149,457 別 途 積 立 金 167,518
子 会 社 株 式 出 資 金 98,147 当 期 未 処 理 損 失 14,730
出 資 金 4,048 ( う ち 当 期 損 失 ) ( 16,452 )

長 期 貸 付 金 22,268
長 期 前 払 費 用 1,607 その他有価証券評価差額金 6,112
繰 延 税 金 資 産 13,635 自    己    株    式 △ 141
そ の 他 の 投 資 7,370
貸 倒 引 当 金 △ 820 資 本 合 計 406,537

資 産 合 計 1,208,800 負 債 及 び 資 本 合 計 1,208,800

資        産        の        部 負        債        の        部

資        本        の        部

貸  借  対  照  表
（平成14年3月31日現在）



損 　益 　計 　算　 書

単位:百万円(単位未満切り捨て) 

( 経 常 損 益 の 部 )

 営 業 損 益 の 部

営    業    収    益 743,968

売 上 高 743,968

営    業    費    用 719,045

売 上 原 価 567,975

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 151,069

営    業    利    益 24,922

 営 業 外 損 益 の 部

営   業   外   収   益 9,254

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,936

雑 収 入 金 5,317

営   業   外   費   用 17,664

支 払 利 息 8,966

雑 損 失 金 8,698

経    常    利    益 16,512

( 特 別 損 益 の 部 )

特   別   利   益 5,754

固 定 資 産 売 却 益 4,206

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,548

特   別   損   失 51,296

生産体制再構築に伴う固定資産除却損 3,184

投 資 有 価 証 券 評 価 損 30,052

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 670

退職給付会計基準変更時差異費用処理額 12,744

子 会 社 整 理 損 失 4,300

固 定 資 産 圧 縮 損 344

税  引  前  当  期  損  失 29,029

法人税、住民税及び事業税 300

法 人 税 等 調 整 額 △12,877

当    期    損    失 16,452

前  期  繰  越  利  益 5,853

合  併  引  継  未  処  分  利  益 1

中  間  配  当  額 4,133

当  期  未  処  理  損  失 14,730

平成13年4月 1日から
平成14年3月31日まで



 

（重要な会計方針） 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券           ……償却原価法

子会社株式及び関連会社株式 ……移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの ……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの ……移動平均法による原価法

（追加情報）

当期からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商

品に係る会計基準を適用しております。 

この結果、投資有価証券は１０，５４７百万円増加し、税効果額４，４３５百

万円を控除した金額６，１１２百万円を資本の部のその他有価証券評価差額金

として計上しております。 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、商品、原木、仕掛品   ……半期（６カ月）毎の総平均法による低価法 

原材料（原木を除く）、貯蔵品……移動平均法による低価法 

販売用不動産               ……個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産……定率法�ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物�附属

設備を除く�については定額法�

（会計方針の変更） 

従来、釧路工場、滋賀工場、大分工場、段ボール製造設備（筑波、滝野）、

富士工場機械装置及び富岡工場パルプ製造設備の機械装置については定

額法を採用しておりましたが、当期より定率法に変更しております。 

これは、富士工場白板紙生産体制再構築工事等大型の設備投資が当期中に

完了したため、これを機に減価償却方法の見直しを行い、減価償却方法の

統一を図るために行ったものであります。 

この変更により、従来の方法と比較して減価償却費は２，７４５百万円増

加し、経常利益は２，３７４百万円減少し、税引前当期損失は同額増加し

ております。 

無形固定資産……定額法

４．引当金の計上基準 

貸倒引当金 ……期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸

念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金 ……従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上しております。



なお、前期より退職給付に係る会計基準を適用したこと

による会計基準変更時差異�５４�６１５百万円�について

は、当社保有株式による退職給付信託�２９�１２７百万

円�を設定し、残額を２年による按分額で費用処理してお

り、当期で費用処理は完了しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間による定額法により翌期から費用処理しておりま

す。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社の内規によ

る期末要支給額を計上しており、商法第２８７条ノ２に

規定する引当金にあたります。

特別修繕引当金 ……石油貯槽の定期修繕費用に充てるため、その所要見込額

を次回定期修繕までの期間配分により計上しており、商

法第２８７条ノ２に規定する引当金にあたります。

５．リース取引の処理方法……リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理 ……税抜方式

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（貸借対照表の注記） 

 

 １．子会社に対する短期金銭債権 ６２，２５４百万円 

   子会社に対する長期金銭債権 ２４，２９７百万円 

   子会社に対する短期金銭債務 ４６，８３７百万円 

   子会社に対する長期金銭債務  ２，４１７百万円 

 ２．有形固定資産の減価償却累計額 １，２６６，９６０百万円 

 ３．主な外貨建資産・負債 

      投 資 有 価 証 券            １１，７５５百万円      ５３５，９９０千ﾀｲ･ﾊﾞｰﾂ 

１１３，０６５千ｶﾅﾀﾞ･ﾄﾞﾙ       

                                                        ３，２８０千ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･ﾄﾞﾙ 
 
            子会社株式出資金           ３７，８２１百万円   １,３４０，０００千ﾀｲ･ﾊﾞｰﾂ 

                             １９９，７４４千ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ･ﾄﾞﾙ 

                                                            ７１，６８１千ﾕｰﾛ 

                              ３８，２０３千米･ﾄﾞﾙ 

                                                            ２２，２８７千ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･ﾄﾞﾙ 

                              １１，０００千中国･元 

                               １７，７９０千ﾊﾟﾌﾟｱ･ﾆｭｰｷﾞﾆｱ･ｷﾅ 

                                                            ３２，１８６千ﾏﾚｰｼｱ･ﾘﾝｷﾞｯﾄ 

                                  ５００千ｶﾅﾀﾞ･ﾄﾞﾙ 

                                                            

 ４．担保に供している資産 

      有形固定資産              ４６２百万円 

            投資有価証券                ８，１０５百万円 

      子会社株式出資金        １７，６００百万円 

      長期貸付金           ６，００４百万円 

 ５．保証債務            ６７，１０１百万円 

 ６．１株当たり当期損失   １５円９２銭（期中平均株式数により算出しております。） 

  ７．商法第２９０条第１項第６号に規定する増加純資産額  ６，１１２百万円 

  ８．企業年金制度に係る退職給付信託の年金資産額  ２８，６７７百万円 

   

（損益計算書の注記） 

 

 子会社に対する売上高         １４２，１２４百万円 

 子会社からの仕入高          ２１４，５２４百万円 

 子会社との営業取引以外の取引高  ２８，８４６百万円 
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